第１号様式（第７条第１項）
　　　年　　　月　　　日
（提出先）
　横浜市長

住所〒
　　　　　　　
　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
（法人の場合は所在地、名称及び代表者の役職・氏名）


　　　　年度横浜市次世代型太陽電池実証事業費補助金
交付申請書

横浜市次世代型太陽電池実証事業について、次のとおり　　　年度横浜市次世代型太陽電池実証事業費補助金の交付を申請します。
なお、補助金の交付を受けるにあたっては、横浜市補助金等の交付に関する規則（平成17年11月30日横浜市規則第139号）及び横浜市次世代型太陽電池実証事業費補助金交付要綱を遵守します。

１　補助事業内容
　　別添の事業計画書のとおり


２　補助事業等の着手及び完了の予定期日
　　神奈川県次世代型太陽電池普及促進事業費補助金の交付決定日以降　から
　令和　　年　　月　　日まで


３　交付申請上限額（按分前）

　　金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

※ 本申請額は、補助金の交付決定額又は交付確定額を保証するものではありません。
※ 交付金額は、申請状況等を踏まえ、市が別途算定します。


４　補助対象経費の総額及び神奈川県の交付申請額
	補助対象経費の総額
	　　　　　　　　　　　円　　

	神奈川県次世代型太陽電池普及促進事業費補助金の
補助金額
	　　　　円　　




５　添付資料　　交付要綱別表１に定める資料を添付してください。


６　提出方法　　メールにより提出してください。
　　　　　　　　交付申請書に記載された担当者のメールアドレスから、
横浜市脱炭素・GREEN×EXPO推進局循環型社会推進課次世代型太陽電池担当
 da-psc@city.yokohama.lg.jp宛にパスワードをかけて送付してください。
その後、電話で次世代型太陽電池担当（045-671-4225）宛に送付連絡をしてください。


７　連絡先
	　　　　　　担当者

	氏名
	

	所属・役職
	

	電話番号
	

	メールアドレス
	

	住所（所在地）
	〒






８　申請要件等の確認　以下の内容に間違いなければ、各項目に☑マークを記入してください。


（1） 申請時点で横浜市の指名停止期間中ではありません。　　　　　　　　　　　　　　　　☐
(2)  本補助事業は横浜市内の民間施設における次世代型太陽電池の実証です。　　　　　　　☐
(3)  神奈川県次世代型太陽電池普及促進事業費補助金の交付申請をし、交付決定した際には
速やかに交付決定通知の写しを提出します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　☐
（4） 市税に滞納がないことを誓約し、市税納付状況についての調査に同意します。　　　　　☐
（5） 反社会的勢力の団体に属していません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　☐





